
◆歳入　７６３，２４７百万円（+54,376百万円　+7.7%）

・新型コロナウイルス感染症の影響緩和に伴う企業業績の回復や個人消費の持ち直し等に

より県税が増加

・国税収入の増補正に伴う普通交付税の再算定が行われたことにより地方交付税が増加

・新型コロナウイルス感染防止対策や社会経済の再活性化に向けた取組に伴う国庫支出金

等が増加

（参考） （百万円）

○県税   

○地方交付税

○新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症対応地方創生臨時交付金

◆歳出　７３１，３７８百万円（+46,976百万円　+6.9%）

・新型コロナウイルス感染症への対応に伴い、補助費等や貸付金などの関係経費が増加

・防災・減災、国土強靱化対策に基づく事業等の積極的な受入れや令和２年７月豪雨災害

からの復旧・復興事業の進捗などにより投資的経費が増加

（参考） （百万円）

○新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症関係経費

○国土強靱化5か年加速化対策事業

○令和2年7月豪雨災害関連事業

◆実質収支　　　 R2　４，４０８百万円（黒字） → R3　５，０４６百万円（黒字）

R2   10,633　→　R3 　30,696

令和３年度　普通会計決算見込みのポイント

大 分 県

１　歳入・歳出及び収支の状況

R2   16,905　→　R3   27,491

R2  116,554　→　R3　132,767

R2    9,188　→　R3 　16,081

R2  175,242　→　R3  196,280

R2  139,014　→　R3　150,953

・新型コロナウイルス感染防止対策の強化と社会経済の再活性化、令和２年７月豪雨

災害からの復旧・復興をはじめとした強靱な県土づくりに加え、大分県版地方創生の加速

前進などの取組により、歳入・歳出規模はともに過去最大

・企業業績の回復等による県税の増額や地方交付税の増により、実質収支は黒字
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◆経常収支比率　　  R2　　 ９４．５% → R3　　８７．１%

≪財政健全化４指標≫　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　早期健全化基準

◆実質公債費比率　　R2　 　　８．６% → R3　　　８．６% 　【 25.0％】

◆将来負担比率　　　R2 　１７４．１% → R3  １５９．９% 　【400.0％】

◆実質赤字比率　　　R2  なし(参考△1.35%) → R3  なし(参考△1.47%) 　【 3.75％】

◆連結実質赤字比率　R2  なし(参考△7.56%) → R3  なし(参考△6.74%) 　【 8.75％】

◆財政調整用基金残高　  R2   299億円 → R3  320億円（＋21億円）

◆県債残高（普通会計）　      R2　10,556億円 → R3 　10,735億円（＋ 179億円）

（臨時財政対策債等除く県債残高  R2   6,250億円 → R3    6,181億円（△  69億円）

３　財政基盤の強化

２　財政の健全性
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・県税収入や地方交付税の増等により財政調整用基金へ積み戻したことなどから、基金

残高は増加

・県債残高は、強靱な県土づくりの推進のため、交付税措置のある有利な県債の積極的

な活用などにより増加したものの、臨時財政対策債等を除いた実質的な残高は目標の

6,500億円以下の水準を維持

・財政健全化４指標はいずれも早期健全化基準以下

・財政構造の弾力性を示す経常収支比率は、歳出側で経常経費が増加したものの、歳入

側で県税収入や地方交付税の増等により経常収入が大きく増加したため改善

・一般会計等が将来負担すべき負債等の割合を示す将来負担比率は、県債残高が増加

したものの、将来に備えた基金残高の増により改善
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大 分 県 総 務 部 財 政 課

令和４年８月23日

令和３年度大分県普通会計決算見込みについて



１  収支の状況

  （単位：千円）

差　　引

(7.7%)

54,376,285

(6.9%)

46,976,311

歳 入 歳 出 差 引 (A-B) (C) 31,868,848 24,468,874 7,399,974

財 政 調 整 基 金 積 立 額 (G) 1,464,249 1,086,334 377,915

地 方 債 繰 上 げ 償 還 額 (H) 0 0 0

財政調整基金取崩し額 (I) 0 2,820,659 △ 2,820,659

(J)

単 年 度 収 支

歳 入 決 算 額

歳 出 決 算 額

実質単年度収支(F+G+H-I)

翌年度に繰り越すべき財源

実 質 収 支 (C-D)

(D)

(E)

(F)

638,111

△ 524,750

△ 571,464 2,673,824

638,111 1,162,861

2,102,360

731,378,299 684,401,988

令和２年度令和３年度

5,046,454 4,408,343

令和３年度は、新型コロナウイルス感染防止対策の強化と社会経済の再活性化、ポストコ
ロナに向けた構造改革の取組や令和２年７月豪雨災害からの復旧・復興をはじめとした強靱
な県土づくりに加え、大分県版地方創生の加速前進などに取り組んだことにより、決算額は
令和２年度に比べ、歳入・歳出ともに増加した。

歳入は、県税収入が新型コロナウイルス感染症の影響緩和に伴う企業業績の回復や個人消
費の持ち直し等により増加した。また、新型コロナウイルス感染防止対策や社会経済の再活
性化に向けた取組に伴い国庫支出金が増加したことに加え、中小企業制度資金の融資残高の
増加により貸付金元利収入が増え諸収入が増加した結果、令和２年度に比べ7.7％の増となっ
た。

歳出は、感染症拡大防止対策や中小企業・小規模事業者事業継続支援金の創設などにより
補助費等が増加したことに加え、中小企業制度資金の融資額の増に伴い貸付金が増加したこ
と、また、令和２年７月豪雨災害からの復旧・復興事業費などの投資的経費が増加した結
果、令和２年度に比べ6.9%の増となった。

歳入歳出差引額から翌年度に繰り越すべき財源を差し引いた「実質収支」は、大分県行財
政改革推進計画（R2～R6）に基づき、交付税措置のある県債など有利な財源の活用といった
歳入確保や事務事業の見直しによる歳出削減など不断の行革に取り組んだことにより、引き
続き黒字を確保した。

6,761,86320,060,53126,822,394
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－１－



図１-１ （歳入・歳出決算額の推移）

図１-２（実質収支・単年度収支の推移）
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２  歳入の状況

  （単位：千円、％）

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 増 減 額 増減率

県 税 150,953,486 19.8 139,014,409 19.6 11,939,077 8.6

分担金及び負担金 5,037,575 0.7 8,141,431 1.2 △ 3,103,856 △ 38.1

使用料及び手数料 7,274,697 0.9 7,378,541 1.0 △ 103,844 △ 1.4

財 産 収 入 2,002,795 0.3 1,498,265 0.2 504,530 33.7

寄 附 金 192,874 0.0 122,641 0.0 70,233 57.3

繰 入 金 9,544,533 1.2 12,636,416 1.8 △ 3,091,883 △ 24.5

繰 越 金 24,468,874 3.2 21,187,058 3.0 3,281,816 15.5

諸 収 入 79,342,169 10.4 73,856,534 10.4 5,485,635 7.4

小        計 278,817,003 36.5 263,835,295 37.2 14,981,708 5.7

地 方 譲 与 税 21,065,676 2.8 19,241,472 2.7 1,824,204 9.5

地方特例交付金等 769,685 0.1 793,655 0.1 △ 23,970 △ 3.0

地 方 交 付 税 196,279,860 25.7 175,241,685 24.7 21,038,175 12.0

交 通 安 全 対 策
特 別 交 付 金

323,564 0.0 343,089 0.1 △ 19,525 △ 5.7

国 庫 支 出 金 176,001,359 23.1 157,073,066 22.2 18,928,293 12.1

県 債 89,990,000 11.8 92,342,600 13.0 △ 2,352,600 △ 2.5

0 0.0 9,103,000 1.3 △ 9,103,000 皆減

うち臨時財政対策債 22,125,000 2.9 17,788,000 2.5 4,337,000 24.4

小   　　計 484,430,144 63.5 445,035,567 62.8 39,394,577 8.9

合　　　　計 763,247,147 100.0 708,870,862 100.0 54,376,285 7.7

218,404,860 28.6 193,029,685 27.2 25,375,175 13.1

※２　実質的な地方交付税とは、地方交付税額に臨時財政対策債発行額を加算したものを指す。

※１　減収補てん債とは、法人事業税等が基準財政収入額の算定において見込んだ収入額を下回る場合、この減収を
　　　補てんするために特別に発行することができる地方債を指す。

依

存

財

源

令和２年度

　実質的な地方交付税　※２

　歳入決算額は、令和２年度に比べ543億7,628万5千円の増（7.7%）となった。

内訳は、自主財源が149億8,170万8千円の増（5.7%）となったが、依存財源がそれを上回る393億

9,457万7千円の増（8.9％）となったため、自主財源比率は36.5%と0.7ポイント低下した。

　

自主財源では、県税が新型コロナウイルス感染症の影響緩和に伴う企業業績の回復や個人消費の持

ち直し等により、法人事業税及び地方消費税が増加したことなどから119億3,907万7千円の増（8.6%）

となった。また、諸収入が中小企業制度資金の融資残高増加に伴う貸付金元利収入の増などにより54

億8,563万5千円の増（7.4%）となったほか、繰越金が災害関連事業に伴う前年度からの繰越事業費の

増等により32億8,181万6千円の増（15.5%）となった。

依存財源では、地方交付税が国税収入の増加等により210億3,817万5千円の増（12.0%）となったほ

か、国庫支出金が新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の活用等により189億2,829万3千

円の増（12.1%）となった。

自

主

財

源

差　　引
区           分

令和３年度

うち減収補てん債 ※１

－３－



図２－１（歳入の内訳）

図２－２（主な歳入の推移）
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３  歳出の状況

（１）目的別歳出内訳

  （単位：千円、％）

差   引

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 増 減 額 増減率

議 会 費 1,092,166 0.2 1,075,357 0.2 16,809 1.6

総 務 費 43,655,265 6.0 31,785,411 4.6 11,869,854 37.3

民 生 費 98,354,966 13.4 105,589,776 15.4 △ 7,234,810 △ 6.9

衛 生 費 45,839,552 6.3 36,051,670 5.3 9,787,882 27.1

労 働 費 2,137,739 0.3 2,132,022 0.3 5,717 0.3

農 林 水 産 業 費 54,666,693 7.5 59,215,887 8.7 △ 4,549,194 △ 7.7

商 工 費 104,723,966 14.3 81,977,757 12.0 22,746,209 27.7

土 木 費 108,999,306 14.9 104,325,021 15.2 4,674,285 4.5

警 察 費 26,397,754 3.6 25,940,717 3.8 457,037 1.8

教 育 費 122,201,905 16.7 121,428,322 17.7 773,583 0.6

災 害 復 旧 費 14,831,877 2.0 9,559,841 1.4 5,272,036 55.1

公 債 費 77,379,951 10.6 77,715,746 11.4 △ 335,795 △ 0.4

税 収 見 合 交 付 金 31,097,159 4.2 27,604,461 4.0 3,492,698 12.7

合        計 731,378,299 100.0 684,401,988 100.0 46,976,311 6.9

区       　　分
令和３年度 令和２年度

　歳出決算額は、令和２年度と比べ469億7,631万1千円の増（6.9%）となった。

増加した主な費目は、商工費、総務費、衛生費、災害復旧費である。商工費は、新型コロナウ

イルス感染症の影響に伴う営業時間短縮要請協力金給付事業の創設や中小企業制度資金の融資額

の増加等により227億4,620万9千円の増（27.7%）となった。総務費は、県有施設の計画的保全や

新型コロナウイルス感染症等に対する緊急的な財政需要に備え、県有施設整備等基金及びおおい

た元気創出基金に積み立てたことなどにより118億6,985万4千円の増（37.3%）となった。

また、衛生費は、感染症指定医療機関等の病床確保に要する経費の増加等により97億8,788万円

2千円の増（27.1%）となった。災害復旧費は、令和２年７月豪雨災害の復旧事業が進捗したこと

などにより52億7,203万6千円の増（55.1%）となった。

一方、減少した主な費目は民生費、農林水産業費である。民生費は、生活福祉資金貸付原資補

助の減等により72億3,481万円の減（△6.9%）となった。農林水産業費は、国直轄事業に係る償還

費の減等により45億4,919万円4千円の減（△7.7%）となった。

－５－



　図３－１（目的別歳出の内訳）

　図３－２（目的別歳出の推移）
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54,667 

80,277 

85,445 
93,524 

104,325 
108,999 

121,857 
126,263 

121,104 121,428 

122,202 

90,057 

81,352 79,307 77,716 
77,380 

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

（百万円）
民生費＋衛生費 労働費＋商工費

農林水産業費 土木費

教育費 公債費
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（２）性質別歳出内訳

  （単位：千円、％）

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 増 減 額 増減率

１ 義  務  的  経  費(A) 242,819,888 33.2 241,298,162 35.3 1,521,726 0.6

 人    件    費 152,048,444 20.8 150,944,581 22.1 1,103,863 0.7

  うち 職 員 給 107,713,958 14.7 107,613,863 15.7 100,095 0.1

 扶    助    費(a) 13,526,792 1.8 12,797,106 1.9 729,686 5.7

 公    債    費 77,244,652 10.6 77,556,475 11.3 △ 311,823 △ 0.4

２ 投  資  的  経  費 163,620,878 22.4 155,451,855 22.7 8,169,023 5.3

 普通建設事業費 148,789,001 20.4 145,892,014 21.3 2,896,987 2.0

     補      助 106,943,355 14.6 99,119,660 14.5 7,823,695 7.9

     単　    独 31,423,756 4.3 32,592,642 4.8 △ 1,168,886 △ 3.6

     国  直  轄 10,421,890 1.5 14,179,712 2.0 △ 3,757,822 △ 26.5

 災害復旧事業費 14,831,877 2.0 9,559,841 1.4 5,272,036 55.1

３ そ      の      他 324,937,533 44.4 287,651,971 42.0 37,285,562 13.0

 物    件    費 29,112,134 4.0 23,858,776 3.5 5,253,358 22.0

 補  助  費  等 186,000,763 25.4 170,415,724 24.9 15,585,039 9.1

　うち扶助費的支出(b) 71,645,698 9.8 70,746,412 10.3 899,286 1.3

 積    立    金 25,135,444 3.4 16,205,056 2.3 8,930,388 55.1

 貸    付    金 73,344,961 10.0 66,238,567 9.7 7,106,394 10.7

 そ    の    他 11,344,231 1.6 10,933,848 1.6 410,383 3.8

　　 合　　 　　     計 731,378,299 100.0 684,401,988 100.0 46,976,311 6.9

※扶助費に補助費等のうち扶助費的支出を加味した額（扶助費的支出の計）

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 増 減 額 増減率

　実質的な義務的経費(A＋b) 314,465,586 43.0 312,044,574 45.6 2,421,012 0.8

　 扶助費的支出の計(a＋b) 85,172,490 11.6 83,543,518 12.2 1,628,972 1.9

差　　引

区　　 　　 分
令和３年度 令和２年度

区　　 　　 分
令和３年度 令和２年度

義務的経費は、15億2,172万6千円の増（0.6%）となった。人件費は、退職者の増に伴う退職手当支給

額の増等により11億386万3千円の増（0.7%）となった。扶助費は、新型コロナウイルス感染症拡大に伴

うＰＣＲ検査費用等の増等により7億2,968万6千円の増（5.7%）となった。また、補助費等のうち市町

村等への扶助費的支出は、利用者の増に伴う障害者自立支援給付費県負担金の増等から8億9,928万6千

円の増（1.3%）となり、扶助費的支出の計は16億2,897万2千円の増（1.9%）となった。公債費について

は、過年度の県債借入残高の減に伴い支払利息が減少したことなどにより3億1,182万3千円の減（△

0.4%）となった。

投資的経費は、81億6,902万3千円の増（5.3%）となった。普通建設事業費は、強靱な県土づくりを進

めるため、防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化事業を積極的に受け入れたこと等により28億

9,698万7千円の増（2.0%）となった。災害復旧事業費は、令和２年７月豪雨災害からの復旧事業が進捗

したこと等により52億7,203万6千円の増（55.1%）となった。

その他の経費については、372億8,556万2千円の増（13.0%）となった。このうち補助費等は、感染症

指定医療機関等の病床確保に要する経費の増加などにより155億8,503万9千円の増（9.1%）となった。

また、積立金は、県有施設の計画的保全や新型コロナウイルス感染症等に対する緊急的な財政需要に備

え、県有施設整備等基金及びおおいた元気創出基金に積み立てたことなどにより89億3,038万8千円の増

（55.1%）となった。

差　　引
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　図３－３（性質別歳出の内訳）

　図３－４（性質別歳出の推移）

義務的経費

242,819,888

(33.2%)

投資的経費

163,620,878

(22.4%)

その他の経費

324,937,533

(44.4%)

人件費

152,048,444

(20.8%)

扶助費

13,526,792

(1.8%)

公債費

77,244,652

(10.6%)

普通建設事業費

148,789,001

(20.4%)
災害復旧事業費

14,831,877

(2.0%)

物件費

29,112,134

(4.0%)

補助費等

186,000,763

(25.4%)

積立金

25,135,444

(3.4%)

貸付金

73,344,961

(10.0%)

その他

11,344,231

(1.6%)

令和３年度

歳出決算額

731,378,299千円

254,725
247,643 243,808 241,298 242,820

123,816

141,998 140,538

155,452 163,621182,846 184,297 186,503

287,652

324,937

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

（百万円） 義務的経費

投資的経費

その他
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   ４  主な財政指標等の状況

財 　政　 指　 標 令和３年度 令和２年度

（％） ８７．１ ９４．５

０．３７５０１ ０．３９５４０

令和３年度 令和２年度

  残　　　　高　　（億円） 320 299

330 330

△ 10 △ 31

県      債 令和３年度 令和２年度

1,073,513,461 1,055,586,611

県民一人当たり残高 968 941

618,086,086 625,018,328

県民一人当たり残高 557 557

※　県債残高には、企業会計扱いとなる下水道事業等に係る残高は除いている。

　図４－１（経常収支比率の推移）

経常経費充当一般財源等

 経常一般財源等＋臨時財政対策債＋減収補てん債特例分 

基準財政収入額

基準財政需要額 (注)３か年平均

財政構造の弾力性を示す経常収支比率は、歳出側で補助費等の増により経常経費充当一般財源
が増加したものの、歳入側で県税収入や地方交付税の増などにより経常一般財源が大きく増加し
たため、令和２年度よりも7.4ポイント低下し87.1%となった。

財政調整用基金の残高は、県税収入や地方交付税の増等により基金へ積み戻したことに加え、
行財政改革推進計画に基づき、交付税措置のある県債など有利な財源の活用といった歳入確保と
ともに、事務事業の見直しやスクラップ・アンド・ビルド等による歳出削減を徹底したことなど
から、令和２年度よりも21億円増加し320億円となった。

今後も、新型コロナウイルス感染症の拡大防止と社会経済活動の再活性化、災害への備え、社
会保障関係費の増大や公共施設の老朽化対策に伴う財政需要の増嵩が見込まれることから、行財
政改革推進計画に基づき、持続可能な財政基盤の構築により積極的に取り組んでいく必要があ
る。

県債残高は、強靱な県土づくりを進めるための防災・減災、国土強靱化緊急対策事業債の発行
が増加したこと等により、令和２年度末に比べ179億2,685万円の増となり３年連続の増加となっ
た一方、臨時財政対策債等を除く実質的な残高は発行抑制等により69億3,224万2千円の減となっ
た。
なお、一般会計の実質的な県債残高は、行財政改革推進計画の目標値である6,500億円を下回る

6,188億円となった。

差　　引

△７．４経 常 収 支 比 率

差　　引

21

財政調整用基金

－行財政改革推進計画等目標額

目標額との差 －

△ 0

経常収支比率 （％）＝

27

△ 6,932,242 臨時財政対策債等除き残高(千円)

△０．０２０３９

差　　引

財 政 力 指 数　　＝

17,926,850

財 政 力 指 数

※全国平均は各都道府県の単純平均

 残　　　　高　　（千円）

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

大分県 93.9 94.8 95.2 94.5 87.1

全国平均 95.2 94.6 95.4 94.7

 86.0

 88.0

 90.0

 92.0

 94.0

 96.0

 98.0

 100.0（％）
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　図４－２（財政調整用基金残高）

　図４－３（県債残高の推移）（普通会計）

　図４－４（県債残高の推移）（一般会計）
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〔324〕

361 320299368

行財政改革推進

計画等目標額

決算額

0
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平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

6,329 6,262 6,304 6,250 6,181 

3,971 4,007 4,044 4,306 4,554 

億円

臨時財政対策債等除き

臨時財政対策債等

県債残高

10,300 10,73510,55610,34810,269

0

4000

8000

12000

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

6,360 6,319 6,294 6,253 6,188 

3,971 4,007 4,127 4,531 4,671 

億円

臨時財政対策債等除き

臨時財政対策債等

10,331 10,85910,78410,42110,326

〔10,381〕

〔6,500〕〔6,500〕

〔10,305〕〔10,351〕

〔行財政改革アクションプラン目標額（H27～R1）〕

〔行財政改革推進計画目標額（R2,R3）〕

県債残高
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５　財政健全化指標

（１）財政健全化判断比率

《早期健全化ラインと財政再生ライン》

　①実質公債費比率

　②将来負担比率

地方公共団体財政健全化法による財政健全化判断比率（実質公債費比率、将来負担比率、実質赤字比率及び連

結実質赤字比率）については、いずれの指数も早期健全化基準を下回った。

（注）一般会計等 ： 県の会計のうち、地方公営事業会計以外のものが該当する。これは、普通会計とほぼ同様の範囲であるが、いわゆる「想定企業
会計」は控除していない。

一般会計等（注）が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する比率である「実質公債費比
率」は、県債の発行抑制に努めたことや低金利により利払いが減少したことなどにより、前年度と変わらず
8.6％となった。

　一般会計等が将来負担すべき負債等の割合を示す「将来負担比率」は、県債残高が増加したものの、将来に備
えた基金の残高が増加したことなどから前年度に比べ14.2ポイント改善し、159.9％となった。

早期健全化ライン（黄信号） 財政再生ライン（赤信号）財政状況の悪化

早期の健全化に向けた計画の策定

外部監査の義務化等
再生計画の策定、計画に係る国の同意、

県債発行の制限（旧再建団体） 等

　

　地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものも含め、県の一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模を基本とした額に対す
る比率。県の一般会計等の借入金(県債)や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点での残高を指標化し、将来の財政を圧迫する可能性の度合いを
示した指標である。

将来負担比率

高低

早期健全化

400.00

大分県（R2) 全国平均（R2)

186.5

大分県（R3）

159.9 174.1

　県税、普通交付税のように使途が特定されておらず、毎年度経常的に収入される財源のうち、公債費や公営企業債に対する繰出金などの公債費に準ず
るものを含めた実質的な公債費相当額（普通交付税が措置されるものを除く）に充当されたものの占める割合の前三年度の平均値

実質公債費比率

0 25.0 35.0

早期健全化 財政再生

低 高

大分県（R2)

10.9

全国平均（R2)大分県（R3）

8.6

8.6
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　③実質赤字比率及び連結実質赤字比率

（２）資金不足比率

公営企業会計ごとに算定する「資金不足比率」は、昨年度に引き続き各会計とも資金不足はないが、参考値と

して資金剰余額で比率を算定すると、病院事業△44.8％、工業用水道事業△266.5％、電気事業△170.4％、港湾

施設整備事業△4.3％となった。なお、臨海工業地帯建設事業及び流通業務団地造成事業については、売却時の

土地収入見込額等を考慮することから、資金不足・剰余額はない。

　一般会計等ベースで算定する「実質赤字比率」と、これに公営企業会計の資金不足額を加えた「連結実質赤字

比率」は、ともに黒字であるため、赤字比率はないが、参考値として実質収支額及び資金剰余額で比率を算定す

ると、それぞれ△1.47％、△6.74％となった。

早期の健全化に向けた計画の策定

外部監査の義務化等

（２）資金不足比率

　※（　　）は令和２年度数値

　公営企業会計ごとの資金の不足額（法適用企業：流動負債の額から流動資産の額を控除した額）の事業の規模に対する比率。公営企業の資金不足を、
公営企業の事業規模である料金収入の規模と比較して指標化し、経営状態の悪化の度合いを示した指標である。

資金不足比率

工業用水道事業

△266.5

(△250.7)

電気事業

△170.4

(△246.5）

港湾施設整備事業

△4.3

(△1.2)

病院事業

△44.8

(△41.0)

20.0

△20.0△200.0△300.0

0

経営健全化

赤字黒字

※赤字額はないため、黒字額による参考比率を負の数で表示

3.75 5.00

財政再生

　県の一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模(県の標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規模を示すもの)に対する比率

実質赤字比率

財政再生

△1.35 0 3.75 5.00

早期健全化 財政再生

赤字黒字

大分県(R2)

△1.47

大分県（R3)

※赤字額はないため、黒字額及び資金剰余額による参考比率を負の数で表示

　公営企業会計を含む県の全会計を対象とした実質赤字額又は資金の不足額の標準財政規模に対する比率。全ての会計の赤字や黒字を合算し、全体とし
ての赤字の程度を指標化し、県全体としての財政運営の悪化の度合いを示した指標である。

△ 5.20 8.75 15.00

連結実質赤字比率

0 8.75 15.00

早期健全化 財政再生

赤字黒字

大分県（R3)大分県（R2)

△6.74△7.56
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　図５－１（実質公債費比率の推移）

　図５－２（将来負担比率の推移）

　図５－３（実質赤字比率・連結実質赤字比率の推移）

　図５－４（資金不足比率の推移）

（全国平均は単純平均値を採用）

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

大分県 162.0 167.4 174.8 174.1 159.9

全国平均 188.5 188.3 189.8 186.5

150.0

165.0

180.0

195.0
（％）

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

大分県 10.0 9.4 8.8 8.6 8.6

全国平均 12.2 11.7 11.3 10.9

8.0

11.0

14.0
（％）

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

実質赤字比率 △ 1.00 △ 0.94 △ 1.00 △ 1.35 △ 1.47

連結実質赤字比率 △ 5.83 △ 6.33 △ 6.83 △ 7.56 △ 6.74

-8.00

-6.00

-4.00

-2.00

0.00

2.00
（％）

黒字

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

電気事業 △ 195.6 △ 200.8 △ 192.9 △ 250.7 △ 170.4

工業用水道事業 △ 269.7 △ 244.0 △ 225.2 △ 246.5 △ 266.5

病院事業 △ 36.5 △ 40.0 △ 40.7 △ 41.0 △ 44.8

港湾施設整備事業 △ 22.5 △ 5.6 △ 2.7 △ 1.2 △ 4.3

-300.0

-250.0

-200.0

-150.0

-100.0

-50.0

0.0（％）

黒字
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（歳入）引上げ分の地方消費税収 １５，４１０百万円

（歳出）社会保障施策に要する経費 ９４，８７０百万円

【社会保障施策に要する経費】 （単位：百万円）

うち、
地方消費税

10,247 5,973
保育所や認定こども園等に対する運営費の
支援や市町村が実施する子育て支援に対
する助成の拡充

2,993 415
家庭的な養育環境（小規模グループケア
等）の推進

2,629 791
在宅医療サービスの充実や医療従事者の
確保・養成等を実施

うち、医療分 2,101 616

うち、介護分 528 175

1,029 633 在宅医療・介護連携、認知症施策等の充実

10,746 752 低所得者の保険料軽減措置の拡充

18,960 649 低所得者の保険料軽減措置の拡充

16,794 499 低所得者の保険料軽減

2,834 137 不妊治療に対する助成の拡充等

66,232 9,849

434 289 非課税世帯全日制等（第１子）給付額の増

28,204 5,272 障がい者自立支援給付費県負担金等

28,638 5,561

94,870 15,410

※社会保障関係費は、地域医療介護総合確保推進事業等、その他一部事業を除く

地方消費税率引上げ分の使途

事 業 名

歳出決算額

充実内容等

社会保障
充実分

子ども・子育て支援新制度の実施
（保育所運営費等）

児童措置費（児童養護施設分）

地域医療介護総合確保推進事業

地域支援事業費県負担金

合　　計

国民健康保険基盤安定化事業

後期高齢者医療費等推進事業

介護保険給付費県負担金

その他の社会保障経費（不妊治療費
助成事業等）

小計

社会保障
安定化分

高等学校等就学金給付事業

その他の社会保障経費

小計
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【会計】

○  財政調整用基金

　経費の経済的性質に着目した歳出の分類。人件費、物件費、扶助費、補助費等、普通建設事業費、公債
費などからなる。

○  性質別歳出

○  義務的経費

　地方公共団体の歳出のうち、支出が義務づけられ任意に削減できない経費の総称。人件費、扶助費、公
債費からなる。

○  投資的経費

　道路、橋りょう、公園、学校、公営住宅の建設等、社会資本の整備に要する経費。

～ 主な財政用語解説 ～

【収支等】

【財政指標】

○  経常収支比率

　毎年度安定して収入される財源（県税、地方交付税、臨時財政対策債、減収補てん債など）のうち、毎
年度固定的に支出される経費（人件費、社会保障費、公債費など）に充てられた額の占める割合。この割
合が高いほど、自由に使える財源が少ないことになり、財政構造が硬直化しているとされる。

　当該年度の実質収支から前年度の実質収支を差し引いた額。実質収支は前年度以前の収支の累積である
ため、その影響を控除した単年度の収支を表す。

○  標準財政規模

　地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規模を示すもので、標準税収
入額等に普通交付税を加算した額。

　形式収支から、翌年度への繰越事業に充てるため繰り越すべき財源を控除した額。当該年度の実質的な
収支差額を表す。

　一般会計と特別会計（公営事業会計を除く）を合わせた統計上の会計で、国が毎年度行う地方財政状況
調査（決算統計）において、全国の自治体の財政状況を統一ルールに基づいて比較するため設けられたも
の。大分県の場合、一般会計と７の特別会計を合わせた全８会計からなる。

○  普通会計

○  歳入歳出差引（形式収支）

　歳入決算総額から歳出決算総額を差し引いた歳入歳出差引額。

○  実質収支

○  実質単年度収支

○  単年度収支

　単年度収支に実質的な黒字要素（基金の積立や地方債の繰上償還等）を加え、赤字要素（基金の取り崩
し）を差し引いた額。当該年度にこれら黒字・赤字要素がなかったら収支はどうであったかを表す。

○  目的別歳出

　経費の行政目的に着目した歳出の分類。議会費、総務費、民生費、農林水産業費、土木費、教育費、警
察費などからなる。

　財政調整基金（地方公共団体における年度間の財源の不均衡を調整するための基金）に減債基金（地方
債の償還を計画的に行うための資金を積み立てる目的で設けられる基金）を加えたもの。

○  財政力指数

　普通交付税算定上の、標準的な財政需要に対する標準的な収入の充足割合。地方公共団体の財政力を示
す指数として用いられ、1未満は普通交付税の交付団体、1を超えると不交付団体となる。

※ 参考
・ ぎょうせい「地方財政小辞典」
・ 総務省「地方財政の状況」、「都道府県決算状況調」
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《参考：各指標の算定方法と会計等の概念》

（注１）「標準財政規模」には臨時財政対策債発行可能額を含む

（注２） 準元利償還金 ： イからニまでの合計額
  イ　満期一括償還県債について、償還期間を30年とする元金均等年賦償還とした場合における1年
　　　当たりの元金償還金相当額
  ロ  一般会計等から一般会計等以外の特別会計への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充
　　　てたと認められるもの
  ハ　債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの
　ニ　一時借入金の利子

（注３）将来負担額 ： イからヘまでの合計額
  イ　一般会計等の当該年度の前年度末における県債現在高
  ロ　債務負担行為に基づく支出予定額（地方財政法第５条各号の経費に係るもの）
  ハ　一般会計等以外の会計の地方債の元金償還に充てる一般会計等からの繰出見込額
  ニ　退職手当支給予定額（全職員に対する期末要支給額）のうち、一般会計等の負担見込額
  ホ　地方公共団体が設立した一定の法人の負債の額、その者のために債務を負担している場合の
　　　当該債務の額のうち、当該法人等の財務・経営状況を勘案した一般会計等の負担見込額
  ヘ　連結実質赤字額

【 実質 赤 字比 率】 ＝
標準財政規模

一般会計等の実質赤字額

標準財政規模
【連結実質赤字比率】 ＝

連結実質赤字額

（県債の元利償還金＋準元利償還金）－

　　　（特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）
【実質公債費比率】
（ ３ カ 年 平 均 ）

＝

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金にかかる基準財政需要額算入額）

将来負担額－（充当可能基金額＋特定財源見込額＋県債現在高等に

係る基準財政需要額算入見込額）【 将来 負担比 率】 ＝

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金にかかる基準財政需要額算入額）

【 資金 不 足比 率】 ＝
資金の不足額

事業の規模

※公営企業会計

　 毎に算定

一部事務組合・広域連合 ※本県該当なし

地方公社・第三セクター等

大
分
県

一般会計

一般会計等
一般会計＋

母子父子寡婦
県 営 林

林業木材
沿岸漁業

中小企業

用品調達
公債管理

特別会計

　公営企業会計

　〔法適用〕病院・電気

　　　　　　　 工業用水道

　〔法非適用〕流通業務団地

　　　臨海工業地帯、港湾施設整備
 

　 国民健康保険事業特別会計

公営事業会計

資
金
不
足
比
率

実
質
赤
字
比
率

連
結
実
質
赤
字
比
率

実
質
公
債
費
比
率

将
来
負
担
比
率
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